
 
別紙 13 

○ 指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準につい

て（平成18年３月31日老振発第0331003号、老老発第0331016号）（抄）  
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新 旧 

第１ （略） 第１ （略） 

第２ 指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に

係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

１ 基本方針 

介護保険制度においては、要支援者である利用者に対し、個々の解決すべ

き課題、その心身の状況や置かれている環境等に応じて保健・医療・福祉に

わたる指定介護予防サービス、指定地域密着型介護予防サービス等が、多

様なサービス提供主体により総合的かつ効率的に提供されるよう、介護予

防支援を保険給付の対象として位置づけたものであり、その重要性に鑑み、

保険給付率についても特に 10割としているところである。 

基準第１条の２第１項は、介護保険制度の基本理念である「自立支援」、

すなわち利用者が可能な限りその居宅において自立した日常生活を継続す

るということを実現するため、利用者が要支援者であることに鑑み、介護

予防の効果が最大限発揮され、利用者が有している生活機能の維持・改善

が図られるよう、目標指向型の計画を作成し、支援することができるかど

うかという視点から検討を行い支援を行うべきことを定めたものである。 

このほか、指定介護予防支援の事業の実施にあたっては、高齢者自身によ

るサービスの選択の尊重、保健・医療・福祉サービスの総合的、効率的な活

用、利用者主体、公正中立、地域における様々な取組等との連携等を基本理

念として掲げている。これらの基本理念を踏まえ、介護予防支援の事業に

ついては、市町村が設置する地域包括支援センター又は居宅介護支援事業

者が指定介護予防支援事業者としての指定を受け、主体的に行う業務とし

ており、指定介護予防支援事業者は、常にこの基本方針を踏まえた事業運

営を図らなければならないこととしている。 

第２ 指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に

係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

１ 基本方針 

介護保険制度においては、要支援者である利用者に対し、個々の解決す

べき課題、その心身の状況や置かれている環境等に応じて保健・医療・福祉

にわたる指定介護予防サービス、指定地域密着型介護予防サービス等が、

多様なサービス提供主体により総合的かつ効率的に提供されるよう、介護

予防支援を保険給付の対象として位置づけたものであり、その重要性に鑑

み、保険給付率についても特に 10 割としているところである。 

基準第１条の２第１項は、介護保険制度の基本理念である「自立支援」、

すなわち利用者が可能な限りその居宅において自立した日常生活を継続す

るということを実現するため、利用者が要支援者であることに鑑み、介護

予防の効果が最大限発揮され、利用者が有している生活機能の維持・改善

が図られるよう、目標指向型の計画を作成し、支援することができるかど

うかという視点から検討を行い支援を行うべきことを定めたものである。 

このほか、指定介護予防支援の事業の実施にあたっては、高齢者自身に

よるサービスの選択の尊重、保健・医療・福祉サービスの総合的、効率的な

活用、利用者主体、公正中立、地域における様々な取組等との連携等を基本

理念として掲げている。これらの基本理念を踏まえ、介護予防支援の事業

については、市町村が設置する地域包括支援センターが指定介護予防支援

事業者としての指定を受け、主体的に行う業務としており、指定介護予防

支援事業者は、常にこの基本方針を踏まえた事業運営を図らなければなら

ないこととしている。 

２ 人員に関する基準 

地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者は、指定

介護予防支援事業所に保健師その他の介護予防支援に関する知識を有する

職員（以下「担当職員」という。）を、事業が円滑に実施できるよう、必要

数を配置しなければならない。この担当職員は、次のいずれかの要件を満

たす者であって、都道府県が実施する研修を受講する等介護予防支援業務

に関する必要な知識及び能力を有する者を充てる必要がある。 

① 保健師 

２ 人員に関する基準 

指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所に保健師その他の

介護予防支援に関する知識を有する職員（以下「担当職員」という。）を、

事業が円滑に実施できるよう、必要数を配置しなければならない。この担

当職員は、次のいずれかの要件を満たす者であって、都道府県が実施する

研修を受講する等介護予防支援業務に関する必要な知識及び能力を有する

者を充てる必要がある。 

① 保健師 
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② 介護支援専門員 

③ 社会福祉士 

④ 経験ある看護師 

⑤ 高齢者保健福祉に関する相談業務等に３年以上従事した社会福祉主

事 

なお、担当職員は、前記の要件を満たす者であれば、当該介護予防支援事

業所である地域包括支援センターの職員等と兼務して差し支えないもので

あり、また、利用者の給付管理に係る業務等の事務的な業務に従事する者

については、前記の要件を満たしていなくても差し支えないものである。 

また、指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、指定介

護予防支援事業所に介護支援専門員を、事業が円滑に実施できるよう、必

要数を配置しなければならない。なお、当該介護支援専門員は、当該居宅介

護支援事業者が介護予防支援の指定を併せて受け、当該指定居宅介護支援

事業所において指定介護予防支援を行う場合にあっては、居宅介護支援事

業所の介護支援専門員と兼務して差し支えない。 

さらに、基準第２条及び第３条に係る運用に当たっては、次の点に留意す

る必要がある。 

② 介護支援専門員 

③ 社会福祉士 

④ 経験ある看護師 

⑤ 高齢者保健福祉に関する相談業務等に３年以上従事した社会福祉主

事 

なお、担当職員は、前記の要件を満たす者であれば、当該介護予防支援事

業所である地域包括支援センターの職員等と兼務して差し支えないもので

あり、また、利用者の給付管理に係る業務等の事務的な業務に従事する者

については、前記の要件を満たしていなくても差し支えないものである。 

また、基準第２条及び第３条に係る運用に当たっては、次の点に留意す

る必要がある。 

⑴ 担当職員の員数 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 基準第２条第１項において、地域包括支援センターの設置者である

⑴ 担当職員の員数 

基準第２条において、１以上の員数の担当職員を置かなければならな

いこととされているが、介護予防支援事業者は、担当する区域の状況を

踏まえ、必要な担当職員を配置するか、あるいは指定居宅介護支援事業

者に業務の一部を委託することにより、適切に業務を行えるよう体制を

整備する必要があることを示しているものである。 

なお、基準においては、配置する職員について常勤又は専従等の要件

を付していないが、指定介護予防支援事業所の営業時間中は、常に利用

者からの相談等に対応できる体制を整えている必要があり、担当職員が

その業務上の必要性から、又は他の業務を兼ねていることから、当該事

業所に不在となる場合であっても、管理者、その他の従業者等を通じ、利

用者が適切に担当職員に連絡が取れるなど利用者の支援に支障が生じな

いよう体制を整えておく必要がある。 

また、担当職員が非常勤の場合や他の事業と兼務している場合にも、

介護予防支援の業務については、介護予防支援事業者の指揮監督に基づ

いて適切に実施するよう留意しなければならない。 

（新設） 
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指定介護予防支援事業者は、１以上の員数の担当職員を置かなければ

ならないこととされているが、介護予防支援事業者は、担当する区域

の状況を踏まえ、必要な担当職員を配置するか、あるいは指定居宅介

護支援事業者に業務の一部を委託することにより、適切に業務を行え

るよう体制を整備する必要があることを示しているものである。 

なお、基準においては、配置する職員について常勤又は専従等の要

件を付していないが、指定介護予防支援事業所の営業時間中は、常に

利用者からの相談等に対応できる体制を整えている必要があり、担当

職員がその業務上の必要性から、又は他の業務を兼ねていることから、

当該事業所に不在となる場合であっても、管理者、その他の従業者等

を通じ、利用者が適切に担当職員に連絡が取れるなど利用者の支援に

支障が生じないよう体制を整えておく必要がある。 

また、担当職員が非常勤の場合や他の事業と兼務している場合にも、

介護予防支援の業務については、介護予防支援事業者の指揮監督に基

づいて適切に実施するよう留意しなければならない。 

② 基準第２条第２項において、指定居宅介護支援事業者である指定介

護予防支援事業者は、１以上の員数の介護支援専門員を置かなければ

ならないこととされているが、①に準じて取り扱うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

⑵ 管理者 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業所に置

くべき管理者は、専らその職務に従事する常勤の者でなければならな

いが、介護予防支援の業務又は当該指定介護予防支援事業所である地

域包括支援センターの業務に従事する場合はこの限りでないこととさ

れている。 

⑵ 管理者 

指定介護予防支援事業所に置くべき管理者は、専らその職務に従事す

る常勤の者でなければならないが、介護予防支援の業務又は当該指定介

護予防支援事業所である地域包括支援センターの業務に従事する場合は

この限りでないこととされている。 

指定介護予防支援事業所の管理者は、指定介護予防支援事業所の営業

時間中は、常に利用者からの利用申込等に対応できる体制を整えている

必要があるものであり、管理者が指定介護予防支援事業所である地域包

括支援センターの業務を兼務していて、その業務上の必要性から当該事

業所に不在となる場合であっても、その他の従業者等を通じ、利用者が

適切に管理者に連絡が取れる体制としておく必要がある。 

（新設） 
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地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業所の管

理者は、指定介護予防支援事業所の営業時間中は、常に利用者からの

利用申込等に対応できる体制を整えている必要があるものであり、管

理者が指定介護予防支援事業所である地域包括支援センターの業務を

兼務していて、その業務上の必要性から当該事業所に不在となる場合

であっても、その他の従業者等を通じ、利用者が適切に管理者に連絡

が取れる体制としておく必要がある。 

② 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業所に置くべき

管理者は、主任介護支援専門員であって、専ら管理者の職務に従事す

る常勤の者でなければならないが、当該指定介護予防支援事業所の介

護支援専門員の職務に従事する場合及び管理者が他の事業所の職務に

従事する場合（その管理する指定介護予防支援事業所の管理に支障が

ない場合に限る。）は必ずしも専ら管理者の職務に従事する常勤の者で

なくても差し支えないこととされている。この場合、他の事業所とは、

必ずしも指定介護予防サービス事業を行う事業所に限るものではな

く、例えば、介護保険施設、病院、診療所、薬局等の業務に従事する場

合も、当該指定居宅介護支援事業所の管理に支障がない限り認められ

るものである。 

指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業所の管理者

は、指定介護予防支援事業所の営業時間中は、常に利用者からの利用

申込等に対応できる体制を整えている必要があるものであり、管理者

が介護支援専門員を兼務していて、その業務上の必要性から当該事業

所に不在となる場合であっても、その他の従業者等を通じ、利用者が

適切に管理者に連絡が取れる体制としておく必要がある。 

また、例えば、訪問系サービスの事業所において訪問サービスその

ものに従事する従業者と兼務する場合（当該訪問系サービス事業所に

おける勤務時間が極めて限られている場合を除く。）及び事故発生時や

災害発生等の緊急時において管理者自身が速やかに当該指定介護予防

支援事業所又は利用者の居宅に駆け付けることができない体制となっ

ている場合は管理者の業務に支障があると考えられる。 

なお、以下のような、主任介護支援専門員の確保が著しく困難であ

る等やむを得ない理由がある場合については、管理者を介護支援専門

員とする取扱いを可能とする。 

・ 本人の死亡、長期療養など健康上の問題の発生、急な退職や転居

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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等不測の事態により、主任介護支援専門員を管理者とできなくなっ

てしまった場合であって、主任介護支援専門員を管理者とできなく

なった理由と、今後の管理者確保のための計画書を保険者に届出た

場合。 

  なお、この場合、管理者を主任介護支援専門員とする要件の適用

を１年間猶予するとともに、利用者保護の観点から特に必要と認め

られる場合には、保険者の判断により、この猶予期間を延長するこ

とができることとする。 

・ 特別地域介護予防支援加算又は中山間地域等における小規模事

業所加算を取得できる場合 

⑶ 用語の定義 

「常勤」及び「専らその職務に従事する」の定義はそれぞれ次のとおり

である。 

① 「常勤」 

当該事業所における勤務時間（当該事業所において、指定介護予防

支援以外の事業を行っている場合には、当該事業に従事している時間

を含む。）が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務

すべき時間数（週 32 時間を下回る場合は週 32 時間を基本とする。）に

達していることをいうものである。ただし、雇用の分野における男女

の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和 47年法律第 113号）

第 13 条第１項に規定する措置（以下「母性健康管理措置」という。）

又は育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関

する法律（平成３年法律第 76号。以下「育児・介護休業法」という。）

第 23 条第１項、同条第３項又は同法第 24 条に規定する所定労働時間

の短縮等の措置若しくは厚生労働省「事業場における治療と仕事の両

立支援のためのガイドライン」に沿って事業者が自主的に設ける所定

労働時間の短縮措置（以下「育児、介護及び治療のための所定労働時

間の短縮等の措置」という。）が講じられている者については、利用者

の処遇に支障がない体制が事業所として整っている場合は、例外的に

常勤の従業者が勤務すべき時間数を 30 時間として取り扱うことを可

能とする。 

同一の事業者によって当該事業所に併設される事業所の職務であっ

て、当該事業所の職務と同時並行的に行われることが差し支えないと

考えられるものについては、その勤務時間が常勤の従業者が勤務すべ

⑶ 用語の定義 

「常勤」及び「専らその職務に従事する」の定義はそれぞれ次のとおり

である。 

① 「常勤」 

当該事業所における勤務時間（当該事業所において、指定介護予防

支援以外の事業を行っている場合には、当該事業に従事している時間

を含む。）が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務

すべき時間数（週 32 時間を下回る場合は週 32 時間を基本とする。）に

達していることをいうものである。ただし、雇用の分野における男女

の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和 47 年法律第 113

号）第 13 条第１項に規定する措置（以下「母性健康管理措置」という。）

又は育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関

する法律（平成３年法律第 76号。以下「育児・介護休業法」という。）

第 23 条第１項、同条第３項又は同法第 24 条に規定する所定労働時間

の短縮等の措置（以下「育児及び介護のための所定労働時間の短縮等

の措置」という。）が講じられている者については、利用者の処遇に支

障がない体制が事業所として整っている場合は、例外的に常勤の従業

者が勤務すべき時間数を 30 時間として取り扱うことを可能とする。 

 

 

 

同一の事業者によって当該事業所に併設される事業所の職務であっ

て、当該事業所の職務と同時並行的に行われることが差し支えないと

考えられるものについては、その勤務時間が常勤の従業者が勤務すべ



6 

 

き時間数に達していれば、常勤の要件を満たすものであることとする。 

また、人員基準において常勤要件が設けられている場合、従事者が

労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）第 65 条に規定する休業（以下

「産前産後休業」という。）、母性健康管理措置、育児・介護休業法第２

条第１号に規定する育児休業（以下「育児休業」という。）、同条第２号

に規定する介護休業（以下「介護休業」という。）、同法第 23 条第２項

の育児休業に関する制度に準ずる措置又は同法第 24 条第１項（第２号

に係る部分に限る。）の規定により同項第２号に規定する育児休業に関

する制度に準じて講ずる措置による休業（以下「育児休業に準ずる休

業」という。）を取得中の期間において、当該人員基準において求めら

れる資質を有する複数の非常勤の従事者を常勤の従業者の員数に換算

することにより、人員基準を満たすことが可能であることとする。 

② （略） 

③ 「事業所」 

事業所とは、担当職員（指定居宅介護支援事業者である指定介護予

防支援事業者の場合にあっては介護支援専門員。以下同じ。）が介護

予防支援を行う本拠であり、具体的には管理者がサービスの利用申込

の調整等を行い、介護予防支援に必要な利用者ごとに作成する帳簿類

を保管し、利用者との面接相談に必要な設備及び備品を備える場所で

あり、当該指定に係る地域包括支援センターの他の業務と兼ねること

ができる。 

き時間数に達していれば、常勤の要件を満たすものであることとする。 

また、人員基準において常勤要件が設けられている場合、従事者が

労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）第 65 条に規定する休業（以下

「産前産後休業」という。）、母性健康管理措置、育児・介護休業法第２

条第１号に規定する育児休業（以下「育児休業」という。）、同条第２号

に規定する介護休業（以下「介護休業」という。）、同法第 23 条第２項

の育児休業に関する制度に準ずる措置又は同法第 24 条第１項（第２号

に係る部分に限る。）の規定により同項第２号に規定する育児休業に関

する制度に準じて講ずる措置による休業（以下「育児休業に準ずる休

業」という。）を取得中の期間において、当該人員基準において求めら

れる資質を有する複数の非常勤の従事者を常勤の従業者の員数に換算

することにより、人員基準を満たすことが可能であることとする。 

② （略） 

③ 「事業所」 

事業所とは、担当職員が介護予防支援を行う本拠であり、具体的に

は管理者がサービスの利用申込の調整等を行い、介護予防支援に必要

な利用者ごとに作成する帳簿類を保管し、利用者との面接相談に必要

な設備及び備品を備える場所であり、当該指定に係る地域包括支援セ

ンターの他の業務と兼ねることができる。 

３ 運営に関する基準 

  ⑴ （略） 

３ 運営に関する基準 

  ⑴ （略） 

⑵ 内容及び手続きの説明及び同意 

基準第４条は、基本理念としての高齢者の主体的なサービス利用を具

体化したものである。指定介護予防支援事業者は、利用申込があった場

合には、あらかじめ、当該利用申込者又はその家族に対し、当該指定介護

予防支援事業所の運営規程の概要、担当職員の勤務の体制、秘密の保持、

事故発生時の対応、苦情処理の体制等の利用申込者がサービスを利用す

るために必要な重要事項を説明書やパンフレット等の文書を交付して説

明を行い、当該指定介護予防支援事業所から介護予防支援を受けること

につき同意を得なければならないこととしたものである。なお、当該同

意については、利用者及び指定介護予防支援事業者双方の保護の立場か

ら書面によって確認することが望ましいものである。 

⑵ 内容及び手続きの説明及び同意 

基準第４条は、基本理念としての高齢者の主体的なサービス利用を具

体化したものである。指定介護予防支援事業者は、利用申込があった場

合には、あらかじめ、当該利用申込者又はその家族に対し、当該指定介護

予防支援事業所の運営規程の概要、担当職員の勤務の体制、秘密の保持、

事故発生時の対応、苦情処理の体制等の利用申込者がサービスを利用す

るために必要な重要事項を説明書やパンフレット等の文書を交付して説

明を行い、当該指定介護予防支援事業所から介護予防支援を受けること

につき同意を得なければならないこととしたものである。なお、当該同

意については、利用者及び指定介護予防支援事業者双方の保護の立場か

ら書面によって確認することが望ましいものである。 
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また、指定介護予防支援は、利用者の状態の特性を踏まえた目標を設

定し、常に利用者の目標に沿って行われるものであり、介護予防サービ

ス計画は基準第１条の２の基本方針及び利用者の選択を尊重し、自立を

支援するために作成されるものである。このため、指定介護予防支援に

ついて利用者の主体的な取組が重要であり、介護予防サービス計画の作

成にあたって利用者から担当職員に対して複数の指定介護予防サービス

事業者等の紹介を求めること等につき十分説明を行わなければならな

い。なお、この内容を利用申込者又はその家族に説明を行うに当たって

は、併せて、介護予防サービス計画原案に位置付けた指定介護予防サー

ビス事業者等の選定理由の説明を求めることが可能であることについて

も説明を行うとともに、理解が得られるよう、文書の交付に加えて口頭

での説明を懇切丁寧に行い、それを理解したことについて利用申込者か

ら署名を得ることが望ましい。 

また、利用者が病院又は診療所に入院する場合には、利用者の居宅に

おける日常生活上の能力や利用していた指定介護予防サービス等の情報

を入院先医療機関と共有することで、医療機関における利用者の退院支

援に資するとともに、退院後の円滑な在宅生活への移行を支援すること

にもつながる。基準第４条第３項は、指定介護予防支援事業者と入院先

医療機関との早期からの連携を促進する観点から、利用者が病院又は診

療所に入院する必要が生じた場合には担当職員の氏名及び連絡先を当該

病院又は診療所に伝えるよう、利用者又はその家族に対し事前に協力を

求める必要があることを規定するものである。なお、より実効性を高め

るため、日頃から担当職員の連絡先等を介護保険被保険者証や健康保険

被保険者証、お薬手帳等と合わせて保管することを依頼しておくことが

望ましい。 

また、指定介護予防支援は、利用者の状態の特性を踏まえた目標を設

定し、常に利用者の目標に沿って行われるものであり、介護予防サービ

ス計画は基準第１条の２の基本方針及び利用者の選択を尊重し、自立を

支援するために作成されるものである。このため、指定介護予防支援に

ついて利用者の主体的な取組が重要であり、介護予防サービス計画の作

成にあたって利用者から担当職員に対して複数の指定介護予防サービス

事業者等の紹介を求めることや、介護予防サービス計画原案に位置付け

た指定介護予防サービス事業者等の選定理由の説明を求めることが可能

であること等につき十分説明を行わなければならない。なお、この内容

を利用申込者又はその家族に説明を行うに当たっては、理解が得られる

よう、文書の交付に加えて口頭での説明を懇切丁寧に行うとともに、そ

れを理解したことについて必ず利用申込者から署名を得なければならな

い。 

また、利用者が病院又は診療所に入院する場合には、利用者の居宅に

おける日常生活上の能力や利用していた指定介護予防サービス等の情報

を入院先医療機関と共有することで、医療機関における利用者の退院支

援に資するとともに、退院後の円滑な在宅生活への移行を支援すること

にもつながる。基準第４条第３項は、指定介護予防支援事業者と入院先

医療機関との早期からの連携を促進する観点から、利用者が病院又は診

療所に入院する必要が生じた場合には担当職員の氏名及び連絡先を当該

病院又は診療所に伝えるよう、利用者又はその家族に対し事前に協力を

求める必要があることを規定するものである。なお、より実効性を高め

るため、日頃から担当職員の連絡先等を介護保険被保険者証や健康保険

被保険者証、お薬手帳等と合わせて保管することを依頼しておくことが

望ましい。 

⑶ 提供拒否の禁止 

基準第５条は、介護予防支援の公共性に鑑み、原則として、指定介護予

防支援の利用申込に対しては、これに応じなければならないことを規定

したものであり、正当な理由なくサービスの提供を拒否することを禁止

するものである。 

なお、ここでいう正当な理由とは、①利用申込者の居住地が当該事業

所の通常の事業の実施地域外である場合、②利用申込者が他の指定介護

予防支援事業者にも併せて指定介護予防支援の依頼を行っていることが

明らかな場合、③当該事業所（指定居宅介護支援事業者である指定介護

⑶ 提供拒否の禁止 

基準第５条は、介護予防支援の公共性にかんがみ、原則として、指定介

護予防支援の利用申込に対しては、これに応じなければならないことを

規定したものであり、正当な理由なくサービスの提供を拒否することを

禁止するものである。 

なお、ここでいう正当な理由とは、①利用申込者の居住地が当該事業

所の通常の事業の実施地域外である場合、②利用申込者が他の指定介護

予防支援事業者にも併せて指定介護予防支援の依頼を行っていることが

明らかな場合等である。 
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予防支援事業者の当該指定に係る事業所に限る。）の現員からは利用申込

に応じきれない場合等である。 

⑷ 要支援認定の申請に係る援助 

①・② （略） 

③ 同条第３項は、要支援認定の有効期間が付されているものであるこ

とを踏まえ、指定介護予防支援事業者は、要支援認定の有効期間を確

認した上、要支援認定の更新の申請が、遅くとも当該利用者が受けて

いる要支援認定等の有効期間が終了する 30 日前にはなされるよう、必

要な援助を行わなければならないこととしたものである。 

⑷ 要支援認定の申請に係る援助 

①・② （略） 

③ 同条第３項は、要支援認定の有効期間が付されているものであるこ

とを踏まえ、指定介護予防支援事業者は、要支援認定の有効期間を確

認した上、要支援認定の更新の申請が、遅くとも当該利用者が受けて

いる要支援認定等の有効期間が終了する１月前にはなされるよう、必

要な援助を行わなければならないこととしたものである。 

⑸ （略） ⑸ （略） 

⑹ 利用料等の受領 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 基準第 10 条第１項は、利用者間の公平及び利用者の保護の観点か

ら、保険給付がいわゆる償還払いとなる場合と、保険給付が利用者に

代わり指定介護予防支援事業者に支払われる場合（以下「代理受領が

なされる場合」という。）の間で、一方の経費が他方へ転嫁等されるこ

とがないよう、償還払いの場合の指定介護予防支援の利用料の額と、

介護予防サービス計画費の額（要するに、代理受領がなされる場合の

指定介護予防支援に係る費用の額）との間に、不合理な差額を設けて

はならないこととするとともに、これによって、償還払いの場合であ

っても原則として利用者負担が生じないこととする趣旨である。 

② 同条第２項は、指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事

業者が指定介護予防支援の提供に関して、利用者の選定により通常の

事業の実施地域以外の地域の居宅において指定介護予防支援を行う場

合の交通費の支払いを利用者から受けることができることとし、保険

給付の対象となっているサービスと明確に区分されないあいまいな名

⑹ 利用料等の受領 

基準第 10 条は、利用者間の公平及び利用者の保護の観点から、保険給

付がいわゆる償還払いとなる場合と、保険給付が利用者に代わり指定介

護予防支援事業者に支払われる場合（以下「代理受領がなされる場合」と

いう。）の間で、一方の経費が他方へ転嫁等されることがないよう、償還

払いの場合の指定介護予防支援の利用料の額と、介護予防サービス計画

費の額（要するに、代理受領がなされる場合の指定介護予防支援に係る

費用の額）との間に、不合理な差額を設けてはならないこととするとと

もに、これによって、償還払いの場合であっても原則として利用者負担

が生じないこととする趣旨である。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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目による費用の支払いを受けることは認めないこととしたものであ

る。 

③ 同条第３項は、指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事

業者は、前項の交通費の支払いを受けるに当たっては、あらかじめ、利

用者又はその家族に対してその額等に関して説明を行い、利用者の同

意を得なければならないこととしたものである。 

⑺ （略） ⑺ （略） 

⑻ 介護予防支援業務の委託について 

法第 115 条の 23 第３項により、地域包括支援センターの設置者である

指定介護予防支援事業者は、指定居宅介護支援事業者に介護予防支援業

務の一部を委託できることとされており、基準第 12 条は、当該委託を行

う場合について規定したものであり、次の点に留意する必要がある。 

①～③ （略） 

なお、委託を行ったとしても、指定介護予防支援に係る責任主体は地

域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者である。指

定介護予防支援事業者は、委託を受けた指定居宅介護支援事業所が介護

予防サービス計画原案を作成した際には、当該介護予防サービス計画原

案が適切に作成されているか、内容が妥当か等について確認を行うこと、

委託を受けた指定居宅介護支援事業者が評価を行った際には、当該評価

の内容について確認を行い、今後の方針等について必要な援助・指導を

行うことが必要である。 

また、指定介護予防支援事業者は、委託を行った指定居宅介護支援事

業所との関係等について利用者に誤解のないよう説明しなければならな

い。 

⑻ 介護予防支援業務の委託について 

法第 115 条の 23 第３項により、指定介護予防支援事業者は、指定居宅

介護支援事業者に介護予防支援業務の一部を委託できることとされてお

り、基準第 12 条は、当該委託を行う場合について規定したものであり、

次の点に留意する必要がある。 

①～③ （略） 

なお、委託を行ったとしても、指定介護予防支援に係る責任主体は指

定介護予防支援事業者である。指定介護予防支援事業者は、委託を受け

た指定居宅介護支援事業所が介護予防サービス計画原案を作成した際に

は、当該介護予防サービス計画原案が適切に作成されているか、内容が

妥当か等について確認を行うこと、委託を受けた指定居宅介護支援事業

者が評価を行った際には、当該評価の内容について確認を行い、今後の

方針等について必要な援助・指導を行うことが必要である。 

また、指定介護予防支援事業者は、委託を行った指定居宅介護支援事

業所との関係等について利用者に誤解のないよう説明しなければならな

い。 

⑼～⑾ （略） ⑼～⑾ （略） 

⑿ 管理者の責務 

指定介護予防支援事業所の管理者は、介護保険法の基本理念を踏まえ

た利用者本位の指定介護予防支援の提供を行うため、当該指定介護予防

支援事業所の担当職員等の管理、利用申込みに係る調整、業務の実施状

況の把握等を一元的に行うとともに、職員に指定基準の規定を遵守させ

るために必要な指揮命令を行う必要がある。また、管理者は、日頃から業

務が適正に執行されているか把握するとともに、従業者の資質向上や健

康管理等、ワーク・ライフ・バランスの取れた働きやすい職場環境を醸成

していくことが重要である。 

（新設） 
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⒀・⒁ （略） ⑿・⒀ （略） 

⒂ 業務継続計画の策定等 

① 基準第 18 条の２は、指定介護予防支援事業者は、感染症や災害が発

生した場合にあっても、利用者が継続して指定介護予防支援の提供を

受けられるよう、指定介護予防支援の提供を継続的に実施するための、

及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継

続計画」という。）を策定するとともに、当該業務継続計画に従い、介

護支援専門員その他の従業者に対して、必要な研修及び訓練（シミュ

レーション）を実施しなければならないこととしたものである。利用

者がサービス利用を継続する上で、指定介護予防支援事業者が重要な

役割を果たすことを踏まえ、関係機関との連携等に努めることが重要

である。なお、業務継続計画の策定、研修及び訓練の実施については、

基準第 18 条の２に基づき事業所に実施が求められるものであるが、他

のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えない。また、

感染症や災害が発生した場合には、従業者が連携し取り組むことが求

められることから、研修及び訓練の実施にあたっては、全ての従業者

が参加できるようにすることが望ましい。 

  

 

 

 

 

⒁ 業務継続計画の策定等 

① 基準第 18 条の２は、指定介護予防支援事業者は、感染症や災害が発

生した場合にあっても、利用者が継続して指定介護予防支援の提供を

受けられるよう、指定介護予防支援の提供を継続的に実施するための、

及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継

続計画」という。）を策定するとともに、当該業務継続計画に従い、介

護支援専門員その他の従業者に対して、必要な研修及び訓練（シミュ

レーション）を実施しなければならないこととしたものである。利用

者がサービス利用を継続する上で、指定介護予防支援事業者が重要な

役割を果たすことを踏まえ、関係機関との連携等に努めることが重要

である。なお、業務継続計画の策定、研修及び訓練の実施については、

基準第 18 条の２に基づき事業所に実施が求められるものであるが、他

のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えない。また、

感染症や災害が発生した場合には、従業者が連携し取り組むことが求

められることから、研修及び訓練の実施にあたっては、全ての従業者

が参加できるようにすることが望ましい。 

  なお、業務継続計画の策定等に係る義務付けの適用に当たっては、

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一

部を改正する省令（令和３年厚生労働省令第９号。以下「令和３年改正

省令」という。）附則第３条において、３年間の経過措置を設けており、

令和６年３月 31 日までの間は、努力義務とされている。 

② 業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。なお、各項目の記

載内容については、「介護施設・事業所における感染症発生時の業務継

続ガイドライン」及び「介護施設・事業所における自然災害発生時の業

務継続ガイドライン」を参照されたい。また、想定される災害等は地域

によって異なるものであることから、項目については実態に応じて設

定すること。なお、感染症及び災害の業務継続計画を一体的に策定す

ることを妨げるものではない。さらに、感染症に係る業務継続計画並

びに感染症の予防及びまん延の防止のための指針については、それぞ

れに対応する項目を適切に設定している場合には、一体的に策定する

こととして差し支えない。 

② 業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。なお、各項目の記

載内容については、「介護施設・事業所における新型コロナウイルス感

染症発生時の業務継続ガイドライン」及び「介護施設・事業所における

自然災害発生時の業務継続ガイドライン」を参照されたい。また、想定

される災害等は地域によって異なるものであることから、項目につい

ては実態に応じて設定すること。なお、感染症及び災害の業務継続計

画を一体的に策定することを妨げるものではない。 

③・④ （略） ③・④ （略） 

⒃ 設備及び備品等 ⒂ 設備及び備品等 
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基準第 19 条に掲げる設備及び備品等については、次の点に留意するも

のである。 

① 指定介護予防支援事業所には、事業の運営を行うために必要な面積

を有する専用の事務室を設けることが望ましいが、指定介護予防支援

の業務に支障がない場合には、地域包括支援センターが行う他の事業

（指定居宅介護支援事業者が介護予防支援の指定を併せて受けて、当

該居宅介護支援事業所において指定介護予防支援を行う場合にあって

は、指定居宅介護支援事業）の用に供する事務室又は区画と同一のも

のであっても差し支えない。 

②・③ （略） 

基準第 19 条に掲げる設備及び備品等については、次の点に留意するも

のである。 

① 指定介護予防支援事業所には、事業の運営を行うために必要な面積

を有する専用の事務室を設けることが望ましいが、指定介護予防支援

の業務に支障がない場合には、地域包括支援センターが行う他の事業

の用に供する事務室又は区画と同一のものであっても差し支えない。 

 

 

 

②・③ （略） 

⒄ 感染症の予防及びまん延の防止のための措置 

基準第 20 条の２に規定する感染症が発生し、又はまん延しないように

講ずるべき措置については、具体的には次のイからハまでの取扱いとす

ること。各事項について、同項に基づき事業所に実施が求められるもの

であるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えな

い。 

 

 

 

 

イ 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会 

当該事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を

検討する委員会（以下「感染対策委員会」という。）であり、感染対策

の知識を有する者を含む、幅広い職種により構成することが望ましく、

特に、感染症対策の知識を有する者については外部の者も含め積極的

に参画を得ることが望ましい。構成メンバーの責任及び役割分担を明

確にするとともに、感染対策を担当する者（以下「感染対策担当者」と

いう。）を決めておくことが必要である。なお、同一事業所内での複数

担当(※)の兼務や他の事業所・施設等との担当(※)の兼務については、担

当者としての職務に支障がなければ差し支えない。ただし、日常的に

兼務先の各事業所内の業務に従事しており、利用者や事業所の状況を

適切に把握している者など、各担当者としての職務を遂行する上で支

障がないと考えられる者を選任すること。 

(※) 身体的拘束等適正化担当者、褥瘡予防対策担当者（看護師が望ま

⒃ 感染症の予防及びまん延の防止のための措置 

基準第 20 条の２に規定する感染症が発生し、又はまん延しないように

講ずるべき措置については、具体的には次のイからハまでの取扱いとす

ること。各事項について、同項に基づき事業所に実施が求められるもの

であるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えな

い。 

なお、感染症の予防及びまん延の防止のための措置に係る義務付けの

適用に当たっては、令和３年改正省令附則第４条において、３年間の経

過措置を設けており、令和６年３月 31 日までの間は、努力義務とされて

いる。 

イ 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会 

当該事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を

検討する委員会（以下「感染対策委員会」という。）であり、感染対策

の知識を有する者を含む、幅広い職種により構成することが望ましく、

特に、感染症対策の知識を有する者については外部の者も含め積極的

に参画を得ることが望ましい。構成メンバーの責任及び役割分担を明

確にするとともに、専任の感染対策を担当する者（以下「感染対策担

当者」という。）を決めておくことが必要である。感染対策委員会は、

利用者の状況など事業所の状況に応じ、おおむね６月に１回以上、定

期的に開催するとともに、感染症が流行する時期等を勘案して必要に

応じ随時開催する必要がある。 

感染対策委員会は、テレビ電話装置等（リアルタイムでの画像を介

したコミュニケーションが可能な機器をいう。以下同じ。）を活用して

行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労
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しい。）、感染対策担当者（看護師が望ましい。） 、事故の発生又はそ

の再発を防止するための措置を適切に実施するための担当者、虐待

の発生又はその再発を防止するための措置を適切に実施するための

担当者 

感染対策委員会は、利用者の状況など事業所の状況に応じ、おお

むね６月に１回以上、定期的に開催するとともに、感染症が流行する

時期等を勘案して必要に応じ随時開催する必要がある。 

感染対策委員会は、利用者の状況など事業所の状況に応じ、おおむ

ね６月に１回以上、定期的に開催するとともに、感染症が流行する時

期等を勘案して必要に応じ随時開催する必要がある。 

また、感染対策委員会は、テレビ電話装置等（リアルタイムでの画

像を介したコミュニケーションが可能な機器をいう。以下同じ。）を活

用して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・

厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱い

のためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関

するガイドライン」等を遵守すること。 

なお、感染対策委員会は、他の会議体を設置している場合、これと

一体的に設置・運営することとして差し支えない。また、事業所に実

施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等により

行うことも差し支えない。 

感染対策委員会は、介護予防支援事業所の従業者が１名である場合

は、ロの指針を整備することで、委員会を開催しないことも差し支え

ない。この場合にあっては、指針の整備について、外部の感染管理等

の専門家等と積極的に連携することが望ましい。 

ロ （略） 

ハ 感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練 

担当職員等に対する「感染症の予防及びまん延の防止のための研修」

の内容は、感染対策の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発すると

ともに、当該事業所における指針に基づいた衛生管理の徹底や衛生的

なケアの励行を行うものとする。 

職員教育を組織的に浸透させていくためには、当該事業所が定期的

な教育（年１回以上）を開催するとともに、新規採用時には感染対策

研修を実施することが望ましい。また、研修の実施内容についても記

録することが必要である。 

働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのため

のガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガ

イドライン」等を遵守すること。 

なお、感染対策委員会は、他の会議体を設置している場合、これと

一体的に設置・運営することとして差し支えない。また、事業所に実

施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等により

行うことも差し支えない。 

感染対策委員会は、居宅介護支援事業所の従業者が１名である場合

は、ロの指針を整備することで、委員会を開催しないことも差し支え

ない。この場合にあっては、指針の整備について、外部の感染管理等

の専門家等と積極的に連携することが望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ （略） 

ハ 感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練 

介護支援専門員等に対する「感染症の予防及びまん延の防止のため

の研修」の内容は、感染対策の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓

発するとともに、当該事業所における指針に基づいた衛生管理の徹底

や衛生的なケアの励行を行うものとする。 

職員教育を組織的に浸透させていくためには、当該事業所が定期的

な教育（年１回以上）を開催するとともに、新規採用時には感染対策

研修を実施することが望ましい。また、研修の実施内容についても記

録することが必要である。 



13 

 

なお、研修の実施は、厚生労働省「介護施設・事業所の職員向け感染

症対策力向上のための研修教材」等を活用するなど、事業所内で行う

ものでも差し支えなく、当該事業所の実態に応じ行うこと。 

また、平時から、実際に感染症が発生した場合を想定し、発生時の

対応について、訓練（シミュレーション）を定期的（年１回以上）に行

うことが必要である。訓練においては、感染症発生時において迅速に

行動できるよう、発生時の対応を定めた指針及び研修内容に基づき、

事業所内の役割分担の確認や、感染対策をした上でのケアの演習等を

実施するものとする。 

訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上及

び実地で実施するものを適切に組み合わせながら実施することが適切

である。 

なお、研修の実施は、厚生労働省「介護施設・事業所の職員向け感染

症対策力向上のための研修教材」等を活用するなど、事業所内で行う

ものでも差し支えなく、当該事業所の実態に応じ行うこと。 

また、平時から、実際に感染症が発生した場合を想定し、発生時の

対応について、訓練（シミュレーション）を定期的（年１回以上）に行

うことが必要である。訓練においては、感染症発生時において迅速に

行動できるよう、発生時の対応を定めた指針及び研修内容に基づき、

事業所内の役割分担の確認や、感染対策をした上でのケアの演習等を

実施するものとする。 

訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上及

び実地で実施するものを適切に組み合わせながら実施することが適切

である。 

⒅ 掲示 

① 基準第 21 条第１項は、基準第４条の規定により介護予防支援の提供

開始時に運営規程の概要、担当職員の勤務の体制、事故発生時の対応、

苦情処理の体制、提供するサービスの第三者評価の実施状況（実施の

有無、実施した直近の年月日、実施した評価機関の名称、評価結果の開

示状況）等の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要

事項を利用申込者及びその家族に対して説明を行った上で同意を得る

こととしていることに加え、指定介護予防支援事業者への当該重要事

項の掲示を義務づけることにより、サービス提供が開始された後、継

続的にサービスが行われている段階においても利用者の保護を図る趣

旨である。また、同条第３項は、重要事項を当該指定介護予防支援事業

者のウェブサイトに掲載することを規定したものであるが、ウェブサ

イトとは、法人のホームページ等のことをいう。なお、指定介護予防支

援事業者は、重要事項の掲示及びウェブサイトへの掲載を行うにあた

り、次に掲げる点に留意する必要がある。 

イ・ロ （略） 

ハ 指定介護予防支援事業者が、自ら管理するホームページ等を有さ

ず、ウェブサイトへの掲載が過重な負担となる場合は、これを行わ

ないことができること。なお、ウェブサイトへの掲載を行わない場

合も基準第 21 条第１項に規定する書面掲示は行う必要があるが、こ

れを同条第２項や基準第 33 条第１項の規定に基づく措置に代える

することができること。 

⒄ 掲示 

① 基準第 21 条第１項は、基準第４条の規定により介護予防支援の提供

開始時に運営規程の概要、担当職員の勤務の体制、事故発生時の対応、

苦情処理の体制、提供するサービスの第三者評価の実施状況（実施の

有無、実施した直近の年月日、実施した評価機関の名称、評価結果の開

示状況）等の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要

事項を利用申込者及びその家族に対して説明を行った上で同意を得る

こととしていることに加え、指定介護予防支援事業所への当該重要事

項の掲示を義務づけることにより、サービス提供が開始された後、継

続的にサービスが行われている段階においても利用者の保護を図る趣

旨であるが、次に掲げる点に留意する必要がある。 

 

 

 

 

イ・ロ （略） 

（新設） 
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② 基準第 21 条第２項は、重要事項を記載したファイル等を介護サービ

スの利用申込者、利用者又はその家族等が自由に閲覧可能な形で当該

指定介護予防支援事業所内に備え付けることで同条第１項の掲示に代

えることができることを規定したものである。 

② 同条第２項は、重要事項を記載したファイル等を介護サービスの利

用申込者、利用者又はその家族等が自由に閲覧可能な形で当該指定介

護予防支援事業所内に備え付けることで同条第１項の掲示に代えるこ

とができることを規定したものである。 

⒆・(20) （略） ⒅・⒆ （略） 

(21) 苦情処理 

①～③ （略） 

④ なお、指定介護予防支援事業者は、当該事業所における苦情を処理

するために講ずる措置の概要について明らかにし、相談窓口の連絡先、

苦情処理の体制及び手順等を利用申込者にサービスの内容を説明する

文書に記載するとともに、事業所に掲示し、かつ、ウェブサイトに掲載

するべきものである。なお、ウェブサイトへの掲載に関する取扱いは、

第２の３の⒄の①に準ずるものとする。 

⒇ 苦情処理 

①～③ （略） 

④ なお、指定介護予防支援事業者は、当該事業所における苦情を処理

するために講ずる措置の概要について明らかにし、相談窓口の連絡先、

苦情処理の体制及び手順等を利用申込者にサービスの内容を説明する

文書に記載するとともに、事業所に掲示するべきものである。 

(22)・(23) （略） (21)・(22) （略） 

(24) 虐待の防止 

基準省令第 26 条の２は虐待の防止に関する事項について規定したも

のである。虐待は、介護保険法の目的の１つである高齢者の尊厳の保持

や、高齢者の人格の尊重に深刻な影響を及ぼす可能性が極めて高く、指

定介護予防支援事業者は虐待の防止のために必要な措置を講じなければ

ならない。虐待を未然に防止するための対策及び発生した場合の対応等

については、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関す

る法律」（平成 17 年法律第 124 号。以下「高齢者虐待防止法」という。）

に規定されているところであり、その実効性を高め、利用者の尊厳の保

持・人格の尊重が達成されるよう、次に掲げる観点から虐待の防止に関

する措置を講じるものとする。 

・ 虐待の未然防止 

指定介護予防支援事業者は高齢者の尊厳保持・人格尊重に対する配

慮を常に心がけながらサービス提供にあたる必要があり、第１条の２

の基本方針に位置付けられているとおり、研修等を通じて、従業者に

それらに関する理解を促す必要がある。同様に、従業者が高齢者虐待

防止法等に規定する養介護事業の従業者としての責務・適切な対応等

を正しく理解していることも重要である。 

・ 虐待等の早期発見 

指定介護予防支援事業所の従業者は、虐待等又はセルフ・ネグレク

(23) 虐待の防止 

基準省令第 26 条の２は虐待の防止に関する事項について規定したも

のである。虐待は、介護保険法の目的の１つである高齢者の尊厳の保持

や、高齢者の人格の尊重に深刻な影響を及ぼす可能性が極めて高く、指

定介護予防支援事業者は虐待の防止のために必要な措置を講じなければ

ならない。虐待を未然に防止するための対策及び発生した場合の対応等

については、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関す

る法律」（平成 17 年法律第 124 号。以下「高齢者虐待防止法」という。）

に規定されているところであり、その実効性を高め、利用者の尊厳の保

持・人格の尊重が達成されるよう、次に掲げる観点から虐待の防止に関

する措置を講じるものとする。 

・ 虐待の未然防止 

指定介護予防支援事業者は高齢者の尊厳保持・人格尊重に対する配

慮を常に心がけながらサービス提供にあたる必要があり、第１条の２

の基本方針に位置付けられているとおり、研修等を通じて、従業者に

それらに関する理解を促す必要がある。同様に、従業者が高齢者虐待

防止法等に規定する養介護事業の従業者としての責務・適切な対応等

を正しく理解していることも重要である。 

・ 虐待等の早期発見 

指定介護予防支援事業所の従業者は、虐待等又はセルフ・ネグレク
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ト等虐待に準ずる事案を発見しやすい立場にあることから、虐待等を

早期に発見できるよう、必要な措置（虐待等に対する相談体制、市町

村の通報窓口の周知等）がとられていることが望ましい。また、利用

者及びその家族からの虐待等に係る相談、利用者から市町村への虐待

の届出について、適切な対応をすること。 

・ 虐待等への迅速かつ適切な対応 

虐待が発生した場合には、速やかに市町村の窓口に通報される必要

があり、指定介護予防支援事業者は当該通報の手続が迅速かつ適切に

行われ、市町村等が行う虐待等に対する調査等に協力するよう努める

こととする。 

以上の観点を踏まえ、虐待等の防止・早期発見に加え、虐待等が発生した

場合はその再発を確実に防止するために次に掲げる事項を実施するものと

する。 

 

 

 

①～③ （略） 

ト等虐待に準ずる事案を発見しやすい立場にあることから、虐待等を

早期に発見できるよう、必要な措置（虐待等に対する相談体制、市町

村の通報窓口の周知等）がとられていることが望ましい。また、利用

者及びその家族からの虐待等に係る相談、利用者から市町村への虐待

の届出について、適切な対応をすること。 

・ 虐待等への迅速かつ適切な対応 

虐待が発生した場合には、速やかに市町村の窓口に通報される必要

があり、指定介護予防支援事業者は当該通報の手続が迅速かつ適切に

行われ、市町村等が行う虐待等に対する調査等に協力するよう努める

こととする。 

以上の観点を踏まえ、虐待等の防止・早期発見に加え、虐待等が発生した

場合はその再発を確実に防止するために次に掲げる事項を実施するものと

する。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第２条

において、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月 31 日までの間は、

努力義務とされている。 

①～③ （略） 

④ 虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者（第４号） 

指定介護予防支援事業所における虐待を防止するための体制とし

て、①から③までに掲げる措置を適切に実施するため、担当者を置く

ことが必要である。当該担当者としては、虐待防止検討委員会の責任

者と同一の従業者が務めることが望ましい。なお、同一事業所内での

複数担当(※)の兼務や他の事業所・施設等との担当(※)の兼務については、

担当者としての職務に支障がなければ差し支えない。ただし、日常的

に兼務先の各事業所内の業務に従事しており、利用者や事業所の状況

を適切に把握している者など、各担当者としての職務を遂行する上で

支障がないと考えられる者を選任すること。 

(※) 身体的拘束等適正化担当者、褥瘡予防対策担当者（看護師が望ま

しい。）、感染対策担当者（看護師が望ましい。）、事故の発生又はそ

の再発を防止するための措置を適切に実施するための担当者、虐待

の発生又はその再発を防止するための措置を適切に実施するための

担当者感染対策委員会は、利用者の状況など事業所の状況に応じ、

おおむね６月に１回以上、定期的に開催するとともに、感染症が流

行する時期等を勘案して必要に応じ随時開催する必要がある。 

④ 虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者（第４号） 

指定介護予防支援事業所における虐待を防止するための体制とし

て、①から③までに掲げる措置を適切に実施するため、専任の担当者

を置くことが必要である。当該担当者としては、虐待防止検討委員会

の責任者と同一の従業者が務めることが望ましい。 



16 

 

(25) （略） (24) （略） 

 ４ 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

⑴ 基準第 30 条は、利用者の課題分析、サービス担当者会議の開催、介護

予防サービス計画の作成、介護予防サービス計画の実施状況の把握など

の介護予防支援を構成する一連の業務のあり方及び当該業務を行う担当

職員の責務を明らかにしたものである。 

なお、利用者の課題分析（第６号）から介護予防サービス計画の利用

者への交付（第 11 号）に掲げる一連の業務については、基準第１条の２

に掲げる基本方針を達成するために必要となる業務を列記したものであ

り、基本的にはこのプロセスに応じて進めるべきものであるが、緊急的

なサービス利用等やむを得ない場合や、効果的・効率的に行うことを前

提とするものであれば、業務の順序について拘束するものではない。た

だし、その場合にあっても、それぞれ位置付けられた個々の業務は、事

後的に可及的速やかに実施し、その結果に基づいて必要に応じて介護予

防サービス計画を見直すなど、適切に対応しなければならない。 

 ４ 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

⑴ 基準第 30 条は、利用者の課題分析、サービス担当者会議の開催、介護

予防サービス計画の作成、介護予防サービス計画の実施状況の把握など

の介護予防支援を構成する一連の業務のあり方及び当該業務を行う担当

職員の責務を明らかにしたものである。 

なお、利用者の課題分析（第６号）から介護予防サービス計画の利用

者への交付（第 11 号）に掲げる一連の業務については、基準第１条の２

に掲げる基本方針を達成するために必要となる業務を列記したものであ

り、基本的にはこのプロセスに応じて進めるべきものであるが、緊急的

なサービス利用等やむを得ない場合や、効果的・効率的に行うことを前

提とするものであれば、業務の順序について拘束するものではない。た

だし、その場合にあっても、それぞれ位置付けられた個々の業務は、事

後的に可及的速やかに実施し、その結果に基づいて必要に応じて介護予

防サービス計画を見直すなど、適切に対応しなければならない。 

① 担当職員による介護予防サービス計画の作成（基準第 30 条第１号） 

指定介護予防支援事業所の管理者は、介護予防サービス計画の作成

に関する業務の主要な過程を担当職員に担当させることとしたもので

ある。 

① 担当職員による介護予防サービス計画の作成（基準第 30 条第１号） 

指定介護予防支援事業所の管理者は、介護予防サービス計画の作成

に関する業務の主要な過程を保健師等の担当職員に担当させることと

したものである。 

② （略） ② （略） 

③ 基準第 30 条第２の２号及び第２の３号は、当該利用者又は他の利用

者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身

体的拘束等を行ってはならず、緊急やむを得ない場合に身体的拘束等

を行う場合にあっても、その態様及び時間、その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならないこととし

たものである。 

また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一

時性の３つの要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件

の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容に

ついて記録しておくことが必要である。 

なお、基準省令第 28 条第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間

保存しなければならない。 

（新設） 

④～⑨ （略） ③～⑧ （略） 

⑩ サービス担当者会議等による専門的意見の聴取（第９号） ⑨ サービス担当者会議等による専門的意見の聴取（第９号） 
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担当職員は、新規に介護予防サービス計画原案を作成したときは、

利用者の情報を各サービスの担当者等で共有するとともに、利用者が

抱えている課題、目標、支援の方針等について協議し、各サービスが

共通の目標を達成するために具体的なサービスの内容として何ができ

るかについて相互に理解するなどについて、利用者や家族、介護予防

サービス計画原案作成者、介護予防サービス計画原案に位置付けた指

定介護予防サービスの担当者、主治医、インフォーマルサービス担当

者等からなるサービス担当者会議を必ず開催することが必要である。

また、これらの各サービスの担当者でサービス担当者会議に参加でき

ない者については、照会等により専門的見地からの意見を求めれば差

し支えないこととされているが、この場合にも、緊密に相互の情報交

換を行うことにより、利用者の状況等についての情報や介護予防サー

ビス計画原案の内容を共有できるようにする必要がある。 

サービス担当者会議は、テレビ電話装置等を活用して行うことがで

きるものとする。ただし、利用者又はその家族（以下この⑩において

「利用者等」という。）が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等

の活用について当該利用者等の同意を得なければならない。なお、テ

レビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保護委員会・厚生労働

省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのための

ガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイ

ドライン」等を遵守すること。 

なお、当該サービス担当者会議の要点又は当該担当者への照会内容

について記録するとともに、基準第 28 条の第２項の規定に基づき、当

該記録は、２年間保存しなければならない。 

担当職員は、新規に介護予防サービス計画原案を作成したときは、

利用者の情報を各サービスの担当者等で共有するとともに、利用者が

抱えている課題、目標、支援の方針等について協議し、各サービスが

共通の目標を達成するために具体的なサービスの内容として何ができ

るかについて相互に理解するなどについて、利用者や家族、介護予防

サービス計画原案作成者、介護予防サービス計画原案に位置付けた指

定介護予防サービスの担当者、主治医、インフォーマルサービス担当

者等からなるサービス担当者会議を必ず開催することが必要である。

また、これらの各サービスの担当者でサービス担当者会議に参加でき

ない者については、照会等により専門的見地からの意見を求めれば差

し支えないこととされているが、この場合にも、緊密に相互の情報交

換を行うことにより、利用者の状況等についての情報や介護予防サー

ビス計画原案の内容を共有できるようにする必要がある。 

サービス担当者会議は、テレビ電話装置等を活用して行うことがで

きるものとする。ただし、利用者又はその家族（以下この⑨において

「利用者等」という。）が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等

の活用について当該利用者等の同意を得なければならない。なお、テ

レビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保護委員会・厚生労働

省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのための

ガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイ

ドライン」等を遵守すること。 

なお、当該サービス担当者会議の要点又は当該担当者への照会内容

について記録するとともに、基準第 28 条の第２項の規定に基づき、当

該記録は、２年間保存しなければならない。 

⑪ （略） ⑩ （略） 

⑫ 介護予防サービス計画の交付（第 11 号） 

介護予防サービス計画を作成した際には、遅滞なく利用者及びサー

ビスの担当者に交付しなければならない。なお、交付する介護予防サ

ービス計画については、⑪の説明及び同意を要する介護予防サービス

計画原案の範囲を参照されたい。 

なお、基準第 28 条第２項の規定に基づき、介護予防サービス計画は、

２年間保存しなければならない。 

⑪ 介護予防サービス計画の交付（第 11 号） 

介護予防サービス計画を作成した際には、遅滞なく利用者及びサー

ビスの担当者に交付しなければならない。なお、交付する介護予防サ

ービス計画については、⑩の説明及び同意を要する介護予防サービス

計画原案の範囲を参照されたい。 

なお、基準第 28 条第２項の規定に基づき、介護予防サービス計画は、

２年間保存しなければならない。 

⑬ 担当者に対する個別サービス計画の提出依頼（第 12 号） 

介護予防サービス計画と各担当者が自ら提供する介護予防サービス

⑫ 担当者に対する個別サービス計画の提出依頼（第 12 号） 

介護予防サービス計画と各担当者が自ら提供する介護予防サービス
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等の当該計画（以下「個別サービス計画」という。）との連動性を高め、

介護予防支援事業者とサービス提供事業者の意識の共有を図ることが

重要である。 

このため、基準第 30 条第 12 号に基づき、担当者に介護予防サービ

ス計画を交付したときは、担当者に対し、個別サービス計画の提出を

求め、介護予防サービス計画と個別サービス計画の連動性や整合性に

ついて確認することとしたものである。 

なお、担当職員は、担当者と継続的に連携し、意識の共有を図るこ

とが重要であることから、介護予防サービス計画と個別サービス計画

の連動性や整合性の確認については、介護予防サービス計画を担当者

に交付したときに限らず、必要に応じて行うことが望ましい。 

さらに、サービス担当者会議の前に介護予防サービス計画の原案を

担当者に提供し、サービス担当者会議に個別サービス計画案の提出を

求め、サービス担当者会議において情報の共有や調整を図るなどの手

法も有効である。 

等の当該計画（以下「個別サービス計画」という。）との連動性を高め、

介護予防支援事業者とサービス提供事業者の意識の共有を図ることが

重要である。 

このため、基準第 30 条第 12 号に基づき、担当者に居宅サービス計

画を交付したときは、担当者に対し、個別サービス計画の提出を求め、

介護予防サービス計画と個別サービス計画の連動性や整合性について

確認することとしたものである。 

なお、担当職員は、担当者と継続的に連携し、意識の共有を図るこ

とが重要であることから、居宅サービス計画と個別サービス計画の連

動性や整合性の確認については、介護予防サービス計画を担当者に交

付したときに限らず、必要に応じて行うことが望ましい。 

さらに、サービス担当者会議の前に介護予防サービス計画の原案を

担当者に提供し、サービス担当者会議に個別サービス計画案の提出を

求め、サービス担当者会議において情報の共有や調整を図るなどの手

法も有効である。 

⑭～⑯ （略） ⑬～⑮ （略） 

⑰ モニタリングの実施（第 16 号） 

担当職員は、モニタリングに当たっては、介護予防サービス計画の

作成後においても、利用者及びその家族、主治の医師、指定介護予防

サービス事業者、指定地域密着型介護予防サービス事業者等との連絡

を継続的に行うこととし、当該指定介護予防サービス事業者等の担当

者との連携により、モニタリングが行われている場合においても、特

段の事情のない限り、少なくともサービスの期間終了月、サービス提

供した月の翌月から起算して３月に１回のいずれかに該当する場合に

は利用者と面接を行うことが必要である。また、面接は、原則、利用者

の居宅を訪問することにより行うこととする。 

ただし、基準第 30 条第 16 号ロ⑴及び⑵の要件を満たしている場合

であって、サービスの提供を開始する月の翌月から起算して３月ごと

の期間（以下この⑯において単に「期間」という。）のうち、少なくと

も２期間に１回は利用者の居宅を訪問することによって面接を行うと

きは、利用者の居宅を訪問しない期間において、テレビ電話装置等を

活用して、利用者に面接することができる。なお、テレビ電話装置等

を活用して面接を行う場合においても、利用者の状況に変化が認めら

れた場合等においては、居宅を訪問することによる面接に切り替える

⑯ モニタリングの実施（第 16 号） 

担当職員は、モニタリングに当たっては、介護予防サービス計画の

作成後においても、利用者及びその家族、主治の医師、指定介護予防

サービス事業者、指定地域密着型介護予防サービス事業者等との連絡

を継続的に行うこととし、当該指定介護予防サービス事業者等の担当

者との連携により、モニタリングが行われている場合においても、特

段の事情のない限り、少なくともサービスの期間終了月、サービス提

供した月の翌月から起算して３月に１回のいずれかに該当する場合に

は利用者の居宅で面接を行うことが必要である。 
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ことが適当である。また、テレビ電話装置等の活用に当たっては、個

人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人

情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報シス

テムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

テレビ電話装置等を活用して面接を行うに当たっては、以下のイか

らホに掲げる事項について留意する必要がある。 

イ 文書により利用者の同意を得る必要があり、その際には、利用者

に対し、テレビ電話装置等による面接のメリット及びデメリットを

含め、具体的な実施方法（居宅への訪問は２期間に１回であること

等）を懇切丁寧に説明することが重要である。なお、利用者の認知

機能が低下している場合など、同意を得ることが困難と考えられる

利用者については、後述のロの要件の観点からも、テレビ電話装置

等を活用した面接の対象者として想定されない。 

ロ 利用者の心身の状況が安定していることを確認するに当たって

は、主治の医師等による医学的な観点からの意見や、以下に例示す

る事項等も踏まえて、サービス担当者会議等において総合的に判断

することが必要である。 

・ 介護者の状況の変化が無いこと。 

・ 住環境に変化が無いこと（住宅改修による手すり設置やトイレ

の改修等を含む） 

・ サービス（保険外サービスも含む）の利用状況に変更が無いこと 

ハ テレビ電話装置等を活用して面接を行うに当たっては、利用者が

テレビ電話装置等を介して、利用者の居宅において対面で面接を行

う場合と同程度の応対ができる必要がある。なお、テレビ電話装置

等の操作については、必ずしも利用者自身で行う必要はなく、家族

等の介助者が操作を行うことは差し支えない。 

ニ テレビ電話装置等を活用して面接を行う場合、画面越しでは確認

できない利用者の健康状態や住環境等の情報については、サービス

事業所の担当者からの情報提供により補完する必要がある。この点

について、サービス事業所の担当者の同意を得るとともに、サービ

ス事業所の担当者の過度な負担とならないよう、情報収集を依頼す

る項目や情報量については留意が必要である。なお、サービス事業

所の担当者に情報収集を依頼するに当たっては、別途通知する「情

報連携シート」を参考にされたい。 
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ホ 主治の医師、担当者その他の関係者の合意を得る方法としては、

サービス担当者会議のほか、利用者の通院や訪問診療への立会時に

おける主治の医師への意見照会や、サービス事業所の担当者との日

頃の連絡調整の際の意見照会等も想定されるが、いずれの場合にお

いても、合意に至るまでの過程を記録しておくことが必要である。 

利用者宅を訪問しない月（テレビ電話装置等を活用して利用者に面

接する月を除く。）でも、指定介護予防サービス事業者等への訪問、利

用者への電話等の方法により、利用者自身に介護予防サービス計画の

実施状況について確認を行い、利用者の状況に変化があるときは、利

用者宅を訪問して確認を行うことが必要である。 

こうして行ったモニタリングについては、１月に１回はその結果を

記録することが必要である。 

なお、「特段の事情」とは、利用者の事情により、利用者の居宅を訪

問し、利用者に面接することができない場合を主として指すものであ

り、担当職員に起因する事情は含まれない。 

さらに、当該特段の事情がある場合については、その具体的な内容

を記録しておくことが必要である。 

また、基準第 28 条第２項の規定に基づき、モニタリングの結果の記

録は、２年間保存しなければならない。 

 

 

 

 

 

利用者宅を訪問しない月でも、指定介護予防サービス事業者等への

訪問、利用者への電話等の方法により、利用者自身に介護予防サービ

ス計画の実施状況について確認を行い、利用者の状況に変化があると

きは、利用者宅を訪問して確認を行うことが必要である。 

 

こうして行ったモニタリングについては、１月に１回はその結果を

記録することが必要である。 

なお、「特段の事情」とは、利用者の事情により、利用者の居宅を訪

問し、利用者に面接することができない場合を主として指すものであ

り、担当職員に起因する事情は含まれない。 

さらに、当該特段の事情がある場合については、その具体的な内容

を記録しておくことが必要である。 

また、基準第 28 条第２項の規定に基づき、モニタリングの結果の記

録は、２年間保存しなければならない。 

⑱ （略） ⑰ （略） 

⑲ 介護予防サービス計画の変更（第 18 号） 

担当職員は、介護予防サービス計画を変更する際には、原則として、

基準第 30 条第３号から第 12 号までに規定された介護予防サービス計

画作成に当たっての一連の業務を行うことが必要である。 

なお、利用者の希望による軽微な変更（例えばサービス提供日時の

変更等で、担当職員が基準第 30 条第３号から第 12 号に掲げる一連の

業務を行う必要性がないと判断したもの）を行う場合には、この必要

はないものとする。ただし、この場合においても、担当職員が、設定さ

れた目標との関係を踏まえた利用者の状況や課題の変化に留意するこ

とが重要であることは、同条第 14 号（⑮介護予防サービス計画の実施

状況等の把握）に規定したとおりであるので念のため申し添える。 

⑱ 介護予防サービス計画の変更（第 18 号） 

担当職員は、介護予防サービス計画を変更する際には、原則として、

基準第 30 条第３号から第 12 号までに規定された介護予防サービス計

画作成に当たっての一連の業務を行うことが必要である。 

なお、利用者の希望による軽微な変更（例えばサービス提供日時の

変更等で、担当職員が基準第 30 条第３号から第 12 号に掲げる一連の

業務を行う必要性がないと判断したもの）を行う場合には、この必要

はないものとする。ただし、この場合においても、担当職員が、設定さ

れた目標との関係を踏まえた利用者の状況や課題の変化に留意するこ

とが重要であることは、同条第 14 号（⑭介護予防サービス計画の実施

状況等の把握）に規定したとおりであるので念のため申し添える。 

⑳・㉑ （略） ⑲・⑳ （略） 

㉒ 主治の医師等の意見等（第 21 号・第 21 号の２・第 22号） 

 介護予防訪問看護、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防通

㉑ 主治の医師等の意見等（第 21 号・第 21 号の２・第 22号） 

 介護予防訪問看護、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防通
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所リハビリテーション、介護予防居宅療養管理指導及び介護予防短期

入所療養介護については、主治の医師又は歯科医師（以下「主治の医

師等」という。）がその必要性を認めたものに限られるものであること

から、担当職員は、これらの医療サービスを介護予防サービス計画に

位置付ける場合にあっては主治の医師等の指示があることを確認しな

ければならない。 

このため、利用者がこれらの医療サービスを希望している場合その

他必要な場合には、担当職員は、あらかじめ、利用者の同意を得て主

治の医師等の意見を求めるとともに、主治の医師等とのより円滑な連

携に資するよう、当該意見を踏まえて作成した介護予防サービス計画

については、意見を求めた主治の医師等に交付しなければならない。

なお、交付の方法については、対面のほか、郵送やメール等によるこ

とも差し支えない。また、ここで意見を求める「主治の医師等」につい

ては、要支援認定の申請のために主治医意見書を記載した医師に限定

されないことに留意すること。特に、訪問リハビリテーション及び通

所リハビリテーションについては、医療機関からの退院患者において，

退院後のリハビリテーションの早期開始を推進する観点から、入院中

の医療機関の医師による意見を踏まえて、速やかに医療サービスを含

む居宅サービス計画を作成することが望ましい。 

なお、医療サービス以外の指定介護予防サービス、指定地域密着型

介護予防サービス等を介護予防サービス計画に位置付ける場合にあっ

て、当該指定介護予防サービス等に係る主治の医師等の医学的観点か

らの留意事項が示されているときは、担当職員は、当該留意点を尊重

して介護予防支援を行うものとする。 

所リハビリテーション、介護予防居宅療養管理指導及び介護予防短期

入所療養介護については、主治の医師又は歯科医師（以下「主治の医

師等」という。）がその必要性を認めたものに限られるものであること

から、担当職員は、これらの医療サービスを介護予防サービス計画に

位置付ける場合にあっては主治の医師等の指示があることを確認しな

ければならない。 

このため、利用者がこれらの医療サービスを希望している場合その

他必要な場合には、担当職員は、あらかじめ、利用者の同意を得て主

治の医師等の意見を求めるとともに、主治の医師等とのより円滑な連

携に資するよう、当該意見を踏まえて作成した介護予防サービス計画

については、意見を求めた主治の医師等に交付しなければならない。

なお、交付の方法については、対面のほか、郵送やメール等によるこ

とも差し支えない。また、ここで意見を求める「主治の医師等」につい

ては、要支援認定の申請のために主治医意見書を記載した医師に限定

されないことに留意すること。 

 

 

 

 

なお、医療サービス以外の指定介護予防サービス、指定地域密着型

介護予防サービス等を介護予防サービス計画に位置付ける場合にあっ

て、当該指定介護予防サービス等に係る主治の医師等の医学的観点か

らの留意事項が示されているときは、担当職員は、当該留意点を尊重

して介護予防支援を行うものとする。 

㉓ （略） ㉒ （略） 

㉔ 介護予防福祉用具貸与及び特定介護予防福祉用具販売の介護予防サ

ービス計画への反映（第 24 号・第 25 号） 

介護予防福祉用具貸与及び特定介護予防福祉用具販売については、

その特性と利用者の心身の状況等を踏まえて、その必要性を十分に検

討せずに選定した場合、利用者の自立支援は大きく阻害されるおそれ

があることから、検討の過程を別途記録する必要がある。 

このため、担当職員は、介護予防サービス計画に介護予防福祉用具

貸与及び特定介護予防福祉用具販売を位置付ける場合には、サービス

担当者会議を開催し、当該計画に介護予防福祉用具貸与及び特定介護

㉓ 介護予防福祉用具貸与及び特定介護予防福祉用具販売の介護予防サ

ービス計画への反映（第 24 号・第 25 号） 

介護予防福祉用具貸与及び特定介護予防福祉用具販売については、

その特性と利用者の心身の状況等を踏まえて、その必要性を十分に検

討せずに選定した場合、利用者の自立支援は大きく阻害されるおそれ

があることから、検討の過程を別途記録する必要がある。 

このため、担当職員は、介護予防サービス計画に介護予防福祉用具

貸与及び特定介護予防福祉用具販売を位置付ける場合には、サービス

担当者会議を開催し、当該計画に介護予防福祉用具貸与及び特定介護
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予防福祉用具販売が必要な理由を記載しなければならない。 

さらに、対象福祉用具（指定介護予防サービス等の事業の人員、設

備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効

果的な支援の方法に関する基準（平成 18 年厚生労働省令第 35 号）第

278 条第４号に定める対象福祉用具をいう。以下同じ。）を介護予防サ

ービス計画に位置づける場合には、福祉用具の適時適切な利用及び利

用者の安全を確保する観点から、基準第 30 条第５号の規定に基づき、

介護予防福祉用具貸与又は介護予防特定福祉用具販売のいずれかを利

用者が選択できることや、それぞれのメリット及びデメリット等、利

用者の選択に資するよう、必要な情報を提供しなければならない。な

お、対象福祉用具の提案を行う際、利用者の心身の状況の確認に当た

っては、利用者へのアセスメントの結果に加え、医師やリハビリテー

ション専門職等からの意見聴取、退院・退所前カンファレンス又はサ

ービス担当者会議等の結果を踏まえることとし、医師の所見を取得す

る具体的な方法は、主治医意見書による方法のほか、医師の診断書又

は医師から所見を聴取する方法が考えられる。 

なお、介護予防福祉用具貸与については、介護予防サービス計画作

成後必要に応じて随時サービス担当者会議を開催して、利用者が継続

して介護予防福祉用具貸与を受ける必要性について専門的意見を聴取

するとともに検証し、継続して介護予防福祉用具貸与を受ける必要が

ある場合には、その理由を再び介護予防サービス計画に記載しなけれ

ばならない。なお、対象福祉用具の場合については、福祉用具専門相

談員によるモニタリングの結果も踏まえること。 

また、介護予防福祉用具貸与については以下の項目について留意す

ることとする。 

ア～ウ （略） 

予防福祉用具販売が必要な理由を記載しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、介護予防福祉用具貸与については、介護予防サービス計画作

成後必要に応じて随時サービス担当者会議を開催して、利用者が継続

して介護予防福祉用具貸与を受ける必要性について専門的意見を聴取

するとともに検証し、継続して介護予防福祉用具貸与を受ける必要が

ある場合には、その理由を再び介護予防サービス計画に記載しなけれ

ばならない。 

また、介護予防福祉用具貸与については以下の項目について留意す

ることとする。 

ア～ウ （略） 

㉕ （略） ㉔ （略） 

㉖ 地域ケア会議への協力（第 28 号） 

地域包括ケアシステムの構築を推進するため、地域ケア会議が介護

保険法上に位置付けられ、関係者等は会議から資料又は情報の提供の

求めがあった場合には、これに協力するよう努めることについて規定

しているところである。地域ケア会議は、個別ケースの支援内容の検

討を通じて、法の理念に基づいた高齢者の自立支援に資するケアマネ

ジメントの支援、高齢者の実態把握や課題解決のための地域包括支援

㉕ 地域ケア会議への協力（第 28 号） 

地域包括ケアシステムの構築を推進するため、地域ケア会議が介護

保険法上に位置付けられ、関係者等は会議から資料又は情報の提供の

求めがあった場合には、これに協力するよう努めることについて規定

しているところである。地域ケア会議は、個別ケースの支援内容の検

討を通じて、法の理念に基づいた高齢者の自立支援に資するケアマネ

ジメントの支援、高齢者の実態把握や課題解決のための地域包括支援
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ネットワークの構築及び個別ケースの課題分析等を行うことによる地

域課題の把握を行うことなどを目的としていることから、指定介護予

防支援事業者は、その趣旨・目的に鑑み、より積極的に協力すること

が求められる。そのため、地域ケア会議から個別のケアマネジメント

の事例の提供の求めがあった場合には、これに協力するよう努めなけ

ればならないことについて、具体的取扱方針においても、規定を設け

たものである。 

ネットワークの構築及び個別ケースの課題分析等を行うことによる地

域課題の把握を行うことなどを目的としていることから、指定居宅介

護支援事業者は、その趣旨・目的に鑑み、より積極的に協力すること

が求められる。そのため、地域ケア会議から個別のケアマネジメント

の事例の提供の求めがあった場合には、これに協力するよう努めなけ

ればならないことについて、具体的取扱方針においても、規定を設け

たものである。 

㉗ 市町村長に対する情報の提供（第 29 条） 

指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、法第 115

条の 30 の２第１項の規定により市町村長から情報の提供を求められ

た場合には、市町村長に対し、情報提供を行うことを義務付けるもの

である。 

 また、提供を行う情報については、以下に掲げる事項のうち、市町

村長に求められた情報を提供するものとする。 

・ 介護予防サービス計画の実施状況 

・ 基本チェックリスト 

・ 利用者基本情報 

・ 介護予防支援経過記録 

・ サービス担当者会議の開催等の状況 

・ 介護予防支援に係る評価 

・ その他市町村長が必要と認める事項 

（新設） 

⑵ （略） ⑵ （略） 

５・６ （略） ５・６ （略） 

 


